
平成２３年９月２９日役員会議事録  

 

                    
出席   濱田総長  

清水、佐藤、松本、前田、武藤、江川、久保各理事  

陪席   田中副学長、石黒監事、有信監事、鈴木副理事  

 
議事  

 

１．東京大学基金規則及び細則の一部改正  

  江川理事より、資料１「東京大学基金規則の一部を改正する規則（案）、東  

 京大学基金細則の一部を改正する規則（案）」に基づき説明があり、審議の結  

 果、原案どおり議決した。  

 

２．東京大学における教員の任期に関する規則の一部改正  

  佐藤理事より、資料２「東京大学における教員の任期に関する規則の一部を  

 改正する規則（案）」に基づき説明があり、審議の結果、原案どおり議決した。  

 

３．東京大学アカデミック・ハラスメント防止委員会規則の一部改正  

  武藤理事より、資料３「東京大学アカデミック・ハラスメント防止委員会規  

 則の一部を改正する規則（案）、全学アカデミック・ハラスメント防止体制指  

 針」に基づき説明があり、審議の結果、原案どおり議決した。  

 

４．国立大学法人東京大学と独立行政法人水産総合研究センターとの間におけ  

 る連携協力の推進に係る協定  

  松本理事より、資料４「国立大学法人東京大学と独立行政法人水産総合研究  

 センターとの間における連携協力の推進に係る協定（案）」に基づき説明があ  

 り、審議の結果、原案どおり議決した。  

 

５．東京大学と浦項工科大学校（ POSTECH）との間における全学協定及び全学  

 覚書の締結  

  江川理事より、資料５「国際交流協定締結計画書」に基づき説明があり、審  

 議の結果、原案どおり議決した。  

 



６．東京大学とサンクトペテルブルグ国立大学との間における全学協定及び全学  

 覚書の締結  

  江川理事より、資料６「国際交流協定締結計画書」に基づき説明があり、審  

 議の結果、原案どおり議決した。  

 

７．東京大学とヘルシンキ大学との間における全学覚書の締結  

  江川理事より、資料７「国際交流協定締結計画書」に基づき説明があり、審  

 議の結果、原案どおり議決した。  

 

８．東京大学とエコール・ポリテクニークとの間における全学覚書の締結  

  江川理事より、資料８「国際交流協定締結計画書」に基づき説明があり、審  

 議の結果、原案どおり議決した。  

 

９．東京大学大学院公共政策学連携研究部・教育部とパリ政治学院（シアンスポ） 

 との間における部局覚書（ダブルディグリープログラム）の締結  

  江川理事より、資料９「国際交流協定締結計画書」に基づき説明があり、審  

 議の結果、原案どおり議決した。  

 

１０．寄付講座等の設置等  

  松本理事より、資料１０－１に基づき新領域創成科学研究科「次世代医薬分  

 子解析学 (富士フィルム )」寄付講座を設置すること、資料１０－２に基づき公  

 共政策大学院「資本市場と公共政策」寄付講座を設置すること、資料１０－３  

 に基づき医学系研究科「漢方生体防御機能学（ツムラ）」寄付講座を更新する  

 こと、資料１０－４に基づき医学系研究科「コンピュータ画像診断学／予防医  

 学」寄付講座の寄付金額を変更すること、資料１０－５に基づき工学系研究科  

 「ユビキタスパワーネットワーク寄付講座」の寄付者を変更すること、資料１  

 ０－６に基づき工学系研究科「核燃料サイクル社会工学」寄付講座の設置期間  

 を変更すること、資料１０－７に基づき大学総合教育研究センター「全学横断  

 型教育改革研究『知の冒険』」寄付研究部門を設置すること、資料１０－８に  

 基づき総合研究博物館「ミュージアム・テクノロジー」寄付研究部門を更新す  

 ることについて報告があった。  

 

１１．社会連携講座等の設置等  

  松本理事より、資料１１－１に基づき工学系研究科「機械の将来技術の創出」 



 社会連携講座を設置すること、資料１１－２に基づき理学系研究科「構造生物  

 学」社会連携講座の設置期間を変更すること、資料１１－３に基づき情報学環  

 「情報技術によるインフラ高度化」社会連携講座の経費額を変更すること、資  

 料１１－４に基づき先端科学技術研究センター「シグナル伝達及び分子動力  

 学」社会連携研究部門の設置期間を変更すること、資料１１－５に基づき医科  

 学研究所「インタラクトーム医科学」社会連携研究部門を設置すること、資料  

 １１－６に基づき医科学研究所「先端医療社会コミュニケーション」社会連携  

 研究部門を更新することについて報告があった。  

 

１２．その他  

 


